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研究成果の概要（和文）：沖縄県の設置後、明治政府はいわゆる旧慣温存政策をとったと言われ

る。いわゆる旧慣とは王府時代の法令や慣習を指す。私たちはこれを沖縄近代法としてその構

造と歴史的性格を、地方制度、土地制度や家族制度等において探求した。その結果、土地制度

は、１７６５年に大きく変化し、１９世紀に入っても変化していることが分かった。また、明

治に入り、内法制定過程において、さらに土地整理事業においても大きく変化したことも確認

できた。 

 
研究成果の概要（英文）：It is said that the Meiji government had taken what is called the 

preservative policy on the old custom after the establishment of Okinawa Prefecture. 

What we call the old custom means the statute and the custom in the age of the Oufu. 

Considering the old custom as the modern law in Okinawa, we researched into the 

structure and the historical character in some aspects such as the local government 

system,the agrarian system,the family system and so on. It comes out that the land 

system changed significantly in 1765 and its change lasted till the 19th century. It is 

also confirmed that the land system had changed considerably in respect of the process 

of establishing the Nai-hou and the land readjustment. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）平成 17（2005）年から平成 20（2008）
年までの 4年間、研究代表者、分担者は科研
費「沖縄近代法の形成と展開」のテーマで研
究に取り組むこととなった。研究代表者と分

担者及び協力者は、それぞれが地方制度、土
地制度、家族制度について、明治期の沖縄を
中心に研究を進めて来た。 
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（２）研究成果は代表者、分担者、協力者で
『沖縄近代法の形成と展開―沖縄の特殊性
と普遍性―』として報告書にまとめた。 
（３）研究代表者は『琉球・沖縄法社会史年
表』『蔡温年表』『伊平屋島杣山竿入帳』の形
で暫定的ではあるが研究の基礎となる報告
書等を作成した。 
 
（４）研究分担者の青嶋敏は『「沖縄県令達
類例規目録―令達集・例規集収録編（暫定版）
―」』としてまとめた。 
 
２．研究の目的 
（１）琉球は、明治 5（1872）年に琉球藩と
され、明治 12（1879）年沖縄県として設置さ
れた。しかしながら中国（清国）との関係な
どから沖縄県における「改革」は延期されい
わゆる「旧慣温存期」と呼ばれる時代が続い
た。旧慣温存期についてはこれまで経済史、
財政史などの観点から議論されてきたが法
的観点からの研究はなされていなかったと
いってよい。研究代表者らはこうした旧慣温
存期の沖縄における、法の構造を明らかにす
ることを目的として研究を進めてきた。 
 
（２）沖縄においては、近世期の日本本土と
異なる歴史を歩んできた。土地制度について
は地割制度と呼ばれる特殊な土地制度が行
われていた。その結果、日本本土においては
小農民・小家族の自立が進行し、家意識が形
成されたといわれる。しかし地割の「前提な
いし結果」として、琉球・沖縄では家族単位
で自立は進行しなかったものと考えている。
この結果、日本本土とは違う婚姻制度や親族
制度の問題が、沖縄においては今日まで様々
な特殊性を残しているものと考えられる。そ
のため、明治期を中心に土地制度の変革過程
や家族・親族制度の諸問題、沖縄県地方制度
改正の過程等を明らかにすることを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
（１）文献調査を中心に、家族調査などは現
地聞き取り調査も行う。 
 
（２）沖縄県立図書館、沖縄県立博物館・美
術館所蔵の旧内務省・大蔵省所蔵文書、資料
などを使い｢沖縄県地方制度改正｣諸案等の
比較検討を始めとした文献調査を行う。 
 
（３）那覇市歴史史料室の「横内家文書」を
利用して、地方制度改正に向けた各方面の動
き等を始めとした文献調査を行った。 
 
（４）八重山の石垣、小浜島等を調査地に聞
き取りフィールド調査を行った。 
 

（５）石垣市の戸籍、除籍簿の複写、データ
ベース化を行ってフィールド調査と連関し
て分析する。 
 
（６）那覇市歴史史料室にある「横内家文書」
のマイクロ複写、製本化を行い活用する。 
 
４．研究成果 
（１）私たちの課題は、王府時代の「法令」
や慣習がどのように明治以降の沖縄におい
て残され、また明治国家の法令がどのように
受容され、受容の結果、王府時代の法令・慣
習はどのように変化していったのか。またそ
れは何時までなのかということであった。そ
の成果の一端は『沖縄近代法の形成と展開』
として 2013 年 2 月に刊行することができた。 
 
（２）研究代表者の田里は、これまで明らか
でなかった琉球における地割の「起源」につ
いて取り組んできた。地割を考える際に検討
しなければならなかった問題の一つが日用
銭・夫遣の問題である。夫遣について女は男
の半分といわれていたが、それがいつからな
のかは、明確でなかった。検討の結果、それ
は 1765 年からであり、1697 年の段階では女
は男の四分の三であることが資料から明確
になり、その際、老幼をはじめ片輪（障碍者）
も同様に含まれていた。1660 年代の「羽地仕
置」においては正頭についての規定しかなか
ったのである。一方、地割に際し年齢に関係
なく全員に割り当てるやり方は明治 16
（1883）年の沖縄県の調査報告書にも残って
いる。つまり琉球・沖縄における地割の原初
的形態は「老幼男女全員平等」に割り当てる
ものであることを明らかにできた。（「地割に
ついての諸問題」『沖縄近代法の形成と展開』
所収） 
 
（３）分担者の青嶋は、『沖縄県会計法規』
ほか 5件の令規集を対象として戦前期に沖縄
県が公布・発令した令達・令規の収集・整理
を行うとともに、戦前期沖縄県の令達・令規
の類型とその変遷を、この点について規定し
た個々の令達・令規の分析を通して、明らか
にした。また今後検討されなければならない
未確認の資料について、今後の課題とした。
（「戦前期沖縄県の令達集・令規集について」
『沖縄近代法の形成と展開』所収） 
 
（４）研究分担者の牧田は、土地整理事務局
の人事をめぐる動きを当時の沖縄県民の政
治状況の中で明らかにできた。特に土地整理
事務局は県庁の別働隊と呼んでいいもので
あったこと。その中で県内出身の書記の仲吉
朝助、百名朝計、技手の大城朝詮の活躍など
も明らかにできた。（「沖縄県土地整理事業の
推進体制」『沖縄近代法の形成と展開』所収） 



 

 

（５）研究分担者の矢野は、地方制度改正の
動きを歴史的に明らかにできた。矢野は 1,
旧慣温存期・基本的に王国時代の慣習が存続
していた時期、2,三新法モデル期・内地の三
新法をモデルとした案が作成され、旧慣を通
じた支配を模索した時期、3,町村制への接近
期・伝統を革新した制度への移行を模索した
時期、4,一般制度期・内地制度の同一化した
時期の 4 期に分けて分析した。（「『沖縄近代
法』期における地方制度の位置」『沖縄近代
法の形成と展開』所収） 
 
（６）分担者の奥山は明治 31（1898）年の民
法及び戸籍法の施行とその受容過程を明ら
かにする試みを行った。31 年戸籍法の施行に
より、管轄が郡役所から裁判所に移管された。
戸籍事項の届出が戸主に課せられたが、その
需要固いについて明治 40（1906）年 41 年の
「戸籍事務協議会」の記録から分析した。そ
の結果、本籍をめぐる問題、女戸主、女戸主
の隠居、庶子・私生子をめぐる議論を通じて、
法と現実のギャップについての考察を進め
た。（「国家法体制の受容と地域独自性の相
克」『沖縄近代法の形成と展開』所収） 
 
（７）分担者の林は、八重山諸島での家族・
親族関係形成とその維持・展開の契機を明ら
かにした。すなわち、当地では多くの者がキ
ョウダイ関係や血縁・姻戚関係の連鎖によっ
てつながっている。この状況の中で、ウヤク
の範囲を確定する方法の一つが始祖の確定
であったとする。更にそれが首里王府やその
役人との結びつきが活用されたとする。（「親
族構成をめぐる若干の考察」『沖縄近代法の
形成と展開』所収） 
 
（８）分担者の森は、石垣市の戸籍の一部を
複写、データベース化することができた。今
回その分析の一端を報告することができた。
旧石垣村は士族階層が九割を占める地域で
ある。それによれば、絶廃家、特に廃家が頻
繁に行われていたこと。第二に婿養子が少な
いこと。そうしたことを、またフィールド調
査でも確認できた。今後の仮説として、個々
の家を超世代的に存続させていくとする意
識はそれほど強いものではないのではない
か。むしろ明治民法の施行により婿養子が受
容されたのではないかとする仮説を提起し
た。地割制度のもとでは結婚しても生活単位
を一つにする必要はなかったのではないか。
子供の養育が家族に依存するようになった
時、「妻問い」のあり方に変化が生じたので
はないかとしている。（「沖縄における家と身
分制」『沖縄近代法の形成と展開』所収） 
 
（９）研究協力者の金城善は、王府時代の明
治 5（1872）年の戸籍法の施行を始めとして、

沖縄県設置前後を始めとした、明治初年の戸
籍制度の変遷を分析検討した。（「近代沖縄に
おける戸籍法の施行」『沖縄近代法の形成と
展開』所収） 
 
（１０）研究協力者の平良勝保は明治 18
（1886）年の内法調査・届出、成文化を中心
に、内法が変化して行った事例を報告した。
（「近代沖縄における内法の成文化と内法の
変遷」『沖縄近代法の形成と展開』所収） 
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